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１．はじめに 

気候変動の影響による豪雨の頻発化・激甚化が確

実視される中、気候変動に適応した治水計画への転

換が求められている。また、近年では気候モデルの

境界条件等に摂動を与えて多数の計算を行ったアン

サンブル気候予測データベースが整備されており、

将来における豪雨等の極端現象の確率的な評価が可

能となってきている。 

このため、国総研では、気候変動を考慮した治水

計画の立案手法の構築の観点から、アンサンブル気

候予測データの分析による降雨の将来変化に関する

研究を実施している。以下に概説する。 

 

２．降雨量変化倍率の算出 

治水計画では、過去の降雨実績から確率統計解析

により目標となる年超過確率（一級河川では1/100～

1/200）相当の降雨量で流出解析を行い、整備目標と

なる河川流量が定められており、過去気候と将来気

候との降雨量の比（以下、「降雨量変化倍率」と記

載）の算出が、気候変動を考慮した治水計画の整備

目標設定において重要な役割を果たす。 

このため、国総研では、文部科学省「気候変動適

応技術社会実装プログラム」(SI-CAT)や北海道大学

によって解像度 5 km で整備されたアンサンブル気

候予測データベースを活用し、降雨量変化倍率の算

出を行った。 

以下に、降雨量変化倍率の算出手順を示す。 

１） 地域毎に降雨量変化倍率が異なる可能性を考慮

し日本を15地域に区分した。 

２）アンサンブル気候予測データのうち､「過去実験」

（1981～2010 年の気候変化に相当）、「将来実験」

（全球平均気温が工業化以前（18世紀半ば頃）より

2℃上昇又は 4℃上昇時点に相当）のデータそれぞれ

について、積算雨量、雨域面積、降雨継続時間の関

係を年毎に整理した。データ年数は、使用したデー

タベースの種類によって異なるが、主に過去実験 

360年（30年×12摂動）、将来実験 360年（30年

×6SST（海面水温）パターン×2 摂動）等である。 

なお、6SSTパターンとは、世界気候研究計画の第 5

期結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP5）に提出

された大気海洋結合モデルのうち、RCP8.5 シナリオ

等に基づき計算されている 28モデルを対象に行った

クラスター分析をもとに、パターンが互いに似ない

ように選定された 6つの海面水温パター ン（図-1で

はCC・GF・HA・MI・MP・MRと表記）を指す。 

３）上記２）で得られる雨域面積・降雨継続時間に

対応する年毎の積算雨量の最大値について統計解析

を行い、年超過確率 1/100の降雨量について過去実

験と将来実験との比を算出した。当該整理にあたっ

ては、大河川流域を想定し、雨域面積 3 パターン

（400・1600・3600 km2）、降雨継続時間 3パターン 

(12・24・48 時間) の計 9パターンを対象に、その
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平均値を算出した。図-1に、6SSTパターン毎の 2℃

上昇時の降雨量変化倍率の結果を示す。各地域でば

らつきはあるものの、全国 15 地域の平均値は 1.10

倍であった。なお、北海道については、SST パター

ン毎の値が全て全国平均値を上回る結果であった。 

この他、4℃上昇時や、雨域面積が小さい場合、降

雨継続時間が短時間（3時間以上 12時間未満）の場

合等も検討し、国土交通省が設置した「気候変動を

踏まえた治水計画に係る技術検討会」（以下「検討

会」と記載）に成果を報告した。その結果、2021年 

4 月に改訂された検討会提言 1)において、国総研の

検討成果等を踏まえ、気候変動を考慮した治水計画

に用いる降雨量変化倍率が示された（表）。 

なお、当該提言を受け、2021年には新宮川水系、

五ヶ瀬川水系、球磨川水系の河川整備基本方針にお

いて、降雨量変化倍率 1.1倍を踏まえた基本高水の

見直しが行われた。 

 

表 降雨量変化倍率（検討会提言1）） 

 

３．降雨の時空間分布の将来変化に関する検討 

一定の降雨継続時間内の積算雨量が同じでも、短

期集中型の雨や局所集中型の雨のケースが想定され、

場合によっては過去に経験した降雨波形に比べて、

より大きな河川流量となることが懸念される。こう

した降雨の時空間分布の将来変化を把握できれば、

各河川において河川整備計画を立案する際、考慮す

べき降雨の時空間分布のケースを漏れなく設定する

ことが可能となり、これを踏まえた整備目標流量の

候補（幅）を推定することが期待される。しかし、

この降雨の時空間分布の将来変化を定量的に捉える

ためには、それに適した指標が必要となる。 

このため、国総研では、現在、降雨の時空間分布

の将来変化を定量的に把握する手法の一つとして、

所得格差の指標として用いられる「ジニ係数」（ジ

ニ係数が０に近づけば所得格差が小さく、１に近い

と所得格差が大きい指標）を応用し、 

・降雨の時間集中度（０に近いほど均等な降雨、

１に近いほど短期集中型の降雨） 

・降雨の空間集中度（０に近いほど均等な降雨、

１に近いほど局所集中型の降雨） 

の指標を用いて、過去と将来の降雨の時空間分布の

変化を把握する取組を実施している。図-2は降雨の

時間集中度の事例だが、今までハイエトグラフの形

状で判断していた降雨の時間集中度を０～１の間の

値で数値化することができた。現在、アンサンブル

気候予測データについて、当該指標を用いて過去気

候と将来気候の比較分析を実施中である。 

 

４．今後の予定 

2022～2023年度には河川砂防技術研究開発公募制

度2)を活用し、外部委託研究として「流出抑制対策の

治水効果を推定できる流出解析・洪水流解析技術に

関する研究開発」を実施予定である。当該研究では、

降雨の時空間分布の変化による流出量の変化や田ん

ぼダム等の流出抑制対策効果を精度よく解析できる

モデルの開発が期待されており、本研究での成果と

相まって、気候変動を考慮した河川整備計画立案の

ための技術資料に反映していく予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国土交通省：気候変動を踏まえた治水計画のあ

り方 提言、令和3年4月 

2) 国土交通省：河川砂防技術研究開発公募制度 

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/kenkyu.html 

図-2 降雨の時間集中度の算出例 

（赤線・黒線内の面積×２が時間集中度） 

2 ℃ 4 ℃ 上昇

上昇 短時間

北海道北部、南部 1.15 1.4 1.5
九州北西部 1.1 1.4 1.5
その他（沖縄含む）地域 1.1 1.2 1.3
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